
はじめに（問題の所在）

メディアは「第４の権力」と言われている。

筆者もニュースやジャーナリズムの基本を教え

るにあたり「報道機関の使命は『権力の監視』

です」などと発言している。しかし，そのメデ

ィアに対する「監視」については何ら社会的な

仕組みがなく，メディアが「表現の自由」や

人々の「知る権利」に奉仕する姿勢を誠実に守

っているはずだという「信頼感」に支えられて

きた。実はその「信頼感」には根拠がないにも

かかわらず，「新聞記者は常識と教養を兼ね備

えていて，『社会の木鐸』としての役割を担う

責任を果たす立派な人たちに違いない」とか

「私たちのよく知らない高価なテレビ放送の機

材を使いこなし番組を送り届ける人たちは，そ

の社会的な影響力の大きさと責任を自覚した節

度ある取材や制作を行っているはずだ」という

「気分」に長らく支えられてきたというのが実

情ではないのだろうか。

しかし，そのような漠然とした「信頼感」は

もはや地に墜ちてしまった。人々は「表現の自

由などの大義名分にあぐらをかいて，メディア

は堕落してしまったのではないか」という不信

感を募らせている。我が国でも TBS（東京放
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ニュースが社会から信頼されなくなっている。取材の手法の強引さ，演出や構成の正確さや節度な
どがしばしば問題となるばかりか，政治との常軌を逸した接近ぶりも露見している。しかし報道機関
は経営の維持に汲々としており，民主主義社会での「使命」を自覚し，責任をもって果たすという
「自助努力」に多くは期待できない状況になっているのが現状である。まずメディアの何が問題なの
かをより多くの一般の市民が具体的に，理解する必要があるのだが，その役割を誰が担えばいいのだ
ろうか。小論では米国の「卓越したジャーナリズムのためのプロジェクト」というメディア監視
NGOに焦点を当て，彼らの理念と活動を概観して市民がメディアを変革するために働きかけるため
のヒントを探る。特にメディア企業の経営側の事情がニュースの現場にどのような構造的影響を及ぼ
すのかという分析の重要性と，従来はむしろ専門家に委ねられていたニュースの内容分析と検証を一
般大衆にも理解しやすい形で行うことの必要性と方法論について議論する。
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送）がオウム真理教の幹部に坂本堤弁護士が批

判しているインタビューのビデオを見せて結果

的に一家の殺害を招いたという，「報道の常識」

を大きく逸脱した事件（１９８９年），松本サリン

事件（１９９４年）や兵庫県尼崎市で起きたJR福知

山線の脱線事故（２００５年）などに見られるメデ

ィア・スクラムの被害や無辜の人を容疑者扱い

してしまうがごとき報道の洪水の問題，NHK

教育テレビの番組が自民党の一部有力議員の意

向を「斟酌」して改変されたり（２００１年），福田

康夫首相と小沢一郎代表の間で話し合われた

「大連立」の「陰の仕掛け人」が読売新聞の渡辺

恒雄主筆であったり（２００７年）という出来事に

見られるような，政治とメディア幹部の「行き

すぎた接近ぶり」など枚挙にいとまがない１）。

危機的状況に直面しているにもかかわらず，

メディアの側が失われた信頼を全力で回復する

努力を行っているとは言い難い。それは長年右

肩上がりで推移してきた経営がすでに曲がり角

を迎え，経営の維持の方がNHKを含むメディ

ア企業についてはむしろ喫緊の課題となってし

まい，収益を度外視して一定の期間を社会的信

用を取り戻すことに充てるというようなことは

考えられないことになってしまった。新聞は

「再販価格維持制度」に守られた宅配制度によ

る経営スタイルがすでに破綻しかけているとい

っても過言ではない２）。また民放キー局は全局が

東証１部に株式を上場しており，株主対策のた

めに至るところで「数値目標」を要求され，結局

は放送を評価するにあたり現在では唯一の「客

観的」基準である視聴率３）を上げることが至上命

題になり，これはニュースの分野も例外ではない。

このような状況下で我々はメディアで伝えら

れているニュースの内容が真実なのかどうか確

かめることができないし，ニュースが偏ってい

るなら，どこが偏っているのかを発見する手が

かりすら満足に得られない。メディアの不誠実

や失敗が明らかになるのは，週刊誌などが絡ん

だメディア同士の「足の引っ張り合い」による

暴露合戦や，ネットの掲示板で流布されるよう

な，どこまでが本当かわからない「悪口」が辛

うじて目に入るからであるという非常に心許な

い状況だと言わざるを得ない。しかし，せめて

我々がメディアの現状を正確に理解し，健全な

社会的役割を回復するにはどうしたらいいのか

という「働きかけ」を行える機会を確保しなけ

れば，失われたメディアの社会的機能は回復し

ないし，ひいてはその根拠となっている民主主

義も危機的状況に陥ってしまう。それでは，そ

もそもメディアに関する情報収集やその分析，

提言は誰が行えばいいのだろうか。

専門家，特にメディアでコンテンツの制作業

務を一定期間経験した人材が不可欠である。昨

今「メディア・リテラシー」という用語が流行

しており，「市民がメディアを読み解く」とい

うことの重要さが喧伝されているが，筆者はそ

れだけでは不十分であると考えている。メディ

アの置かれている社会的位置づけや経営基盤を

踏まえ，ニュースを含むコンテンツ制作にどの

ような影響を及ぼしているのかという構造的な

分析はもとより，実際の制作現場で発生する締

切時間のプレッシャーや大量のスタッフが共同

作業を行う環境で起こる摩擦がどのようなイン

パクトをもたらすのかという現実的な理解を進

めなければ，メディアに対し効果的な改善を要

求するのは不可能だからである。しかし，我が

国ではメディア企業といえども終身雇用制の伝

統は根強く残っていて人材の流動性は低く，メ

ディアを客観的に分析する役割は，主に新聞社

で実績を積んだベテラン記者が大学教授などに
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転身して担うのが大部分であり，その絶対数は

充分とはいえないのが現状である。

例えば日本と政治制度やメディア企業のおか

れた状況が似ているアメリカ合衆国では「回転

ドア（リボルビング・ドア）」というシステム

があり，優秀な数多くの人材がメディア企業か

ら学界だけでなく，政界やシンクタンクなどと

行き来するようになっている。その中の一部の

人間はNGOを組織し４），記者やテレビ・ディ

レクター出身者やメディア研究者などが積極的

なメディアの内容分析や提言を行う文化があ

る。「メディア・ウォッチ（監視）」のNGOは

大統領選挙など大きな政治的イベントの際にラ

イバル側を攻撃するために，報道を非難したり

圧力をかけたりするという政治的キャンペーン

の一環として成立したものも数多くある一方，

中には「政治的中立の（nonpartisan）NGO」と

して実績を重ね，社会的な信用を獲得している

ものも数多く存在する。小論においては，その

中でも「卓越したジャーナリズムのためのプロ

ジェクト（ProjectforExcellenceinJournalism：

以下「PEJ」と表記）」とその実質的な前身とな

った「危惧するジャーナリストたち（The

CommitteeofConcernedJournalists：以下「CCJ」

と表記）」に焦点をあて，その理念とともに実

際に行っているメディア分析活動の内容と意義

について議論したい。このような潮流の分析が

メディアに働きかけ，変えていくという社会的

な機能を果たす人材や団体を日本でも育てるヒ

ントになると期待するからである。

１．メディアが置かれた現状の認識

──CCJとPEJ成立の経緯

２００８年で創設１１年目を迎えるPEJはその目的

として「ニュースを生産するジャーナリスト５）

やそのニュースを『消費する』（かぎ括弧は筆

者）市民６）の両方に対して，報道機関が何を届

けているのかを理解してもらう」ことを掲げて

いる７）。また，「２つの使命」として，①ニュー

ス（報道の仕方）を評価する，②ジャーナリス

トの「プロフェッショナルとしての原則

（principles）」を定義することを挙げている。

①を達成するためには，単に伝えられたひとつ

のニュースについて批判や分析を加えるにとど

まらず，報道機関全体（あるいはニュース「業

界」全体）で何が起こっているのかという実態

を「わかりやすく数値化して」見せるという

「（特別な方法による）内容分析」の重要性を強

調している８）。そして②の問題，すなわちジャ

ーナリストが「ジャーナリズムが何をするべき

で，何をすべきでないか」という「原理原則」

を実践できるように具体的なアイディアとして

提示する必要があるという問題意識こそがこの

活動の端緒といえる。PEJの前身CCJの活動は

１９９７年６月の雨もようの土曜日にハーバード大

学の教職員クラブに集まった２５人のジャーナリ

ストたちから始まったと言われている９）。集ま

ったのは国内の有力紙の編集者，有名なテレビ

やラジオの番組のプロデューサーや，ジャーナ

リズム教育の第一人者やコラムニストなどで，

彼らは「ジャーナリズムがより大きな大衆（パ

ブリック）の利益に役立っておらず，これを損

なっていると危惧していた」１０）。すなわち報道

機関が社会からの信用を著しく落としているこ

とが問題であった。この時期（１９９９年３月）に

CCJは「人々と報道機関のためのピュー研究所

（ThePewResearchCenterforthePeopleand

thePress）」と共同でメディアの信頼度などの

調査を発表しているが，例えばジャーナリズム
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が一般大衆から信用を失っていると答えた人の

割合が１９８９年には１７％だったものが，１９９９年に

は米国全土にニュースを送るメディアで３０％，

地方のメディアでは３４％と倍増してしまってい

る１１）。民主主義の根幹を揺るがしかねないこの

事態に「今何をすべきか」について彼らがまとめ

たのが「危惧の声明（AStatementofConcern）」

である。１９９９年夏にこの声明がまとめられてか

ら約１０年が経過したが，事態はいささかも改善

したとは言い難く，それ故にこの声明は現在に

おいて，そして遠く離れた日本のジャーナリズ

ムについても強力な説得力をもつものであると

いえるだろう。いささか長くなるがその冒頭部

分を紹介する。現代のニュースの世界が歪んで

しまう「構造」を明快に言い当てている。

アメリカのジャーナリズムは危機の時代である。

さまざまな点で技巧を尽くそうとするものの，ど

のような方法で情報を（大衆に）効果的に提供す

るかとか，記者の習熟度を上げようかなどの問題

は全く考慮されないというのはこれほどコミュニ

ケーションが発達した時代のパラドックスであ

る。メディア産業の経済構造とメディアと大衆の

関係を考えると，テクノロジーの革命的な発達が

伝統的なジャーナリズムの位置づけを根本的に変

えてしまった。ニュースの受け手の嗜好は細分化

し，それに合わせてメディア企業の側もそれに合

わせて多角経営に乗り出そうとする中で，報道機

関の中でビジネス（企業あるいは会社員）として

の責務とジャーナリストとしての責務との間で論

争が拡大している。多くのジャーナリストが目的

意識の喪失に悩んでいる。その結果，従来信頼さ

れてきた真面目な報道機関が，ニュースに対する

バランスを欠き，意見やエンターテインメント的

情報やセンセーショナルな出来事の報道に押し流

されてしまい，ニュースの社会的価値に対する懐

疑的な見方まで広がっている１２）。

ニュースが経済的な価値を持ち，商品として

「流通」するにつれて，メディア企業は「売れる

商品（＝ニュース）」を前提にビジネスモデル

を作り，その結果ニュースそのものが社会的な

弱者にスポットを当て問題提起するとか，権力

を監視するなどの「従来期待されていた社会的

な役割」を逸脱し，単に人目を引くものを追い

求めてしまうという構造的な変化を的確に批判

している。この文章はさらに，ジャーナリスト

が本来持つべき価値やプロフェッショナルとし

ての行動基準などというものがこれまであいま

いにしか規定されておらず，また一貫して尊重

されてこなかったとして，その「原則」を明確

化してニュースが社会に適切な機能を果たすよ

う取り戻す「改革」が必要だと主張している。

メディアは改革されなければならないが，ジャー

ナリズムの根幹をなす原則は普遍的である。ジャ

ーナリズムは人々が自治を行うにあたって主要な

役割を果たす「公共的な任務」があるからであ

る。それらの原則により，ジャーナリストの仕事

は単なるコミュニケーションではなく，一連の社

会的責務として規定される。ジャーナリズムは時

に人を楽しませ，人を喜ばせ，また精神を高揚さ

せたりもするが，報道機関はますます多様化する

私たちの生きている社会にとって重大だと思われ

る問題は必ず伝えなければならないし，民主主義

を体現するものとしてその問題についての討論を

促進しなければならない。米憲法修正第一条は表

現の自由と共にそれを守るための責務をも意味し

ている１３）
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この「危惧の声明」の執筆に参加した，PEJ

のディレクターであるトム・ローゼンスティー

ル（TomRosenstiel）氏は，この行動は何か特

別の出来事に触発されたわけではなく，長年蓄

積した不満や批判があったからだと述懐してい

る１４）。この声明が出された１９９０年代の後半まで

には，三大ネットワーク（NBC，CBS，ABC）

のニュース番組がビジネスとして行き詰まって

利益を生まなくなり，また新聞業界では約１０年

にわたる不況が続いていた。その結果多くのメ

ディア企業ではニュース部門に働く記者やディ

レクター，カメラマンなどの人員削減が行わ

れ，またニュース部門に対してより厳しい「ビ

ジネス・スタンダード」が適用されることが経

営側から一方的に宣言され，利益を生む責任を

押しつけられる事態が相次ぎ，米国のニュース

業界は「敗北感と将来の存続に対する危機感が

蔓延していた」とローゼンスティール氏は背景

を説明している。

またローゼンスティール氏は新聞業界が従来

とってきた戦略がそもそも誤っており，その結

果招いた決定的な経営危機のため，その後新聞

の編集現場にビジネスの影響が急激に侵入して

しまったと分析する。すなわち１９８０年代まで米

国の新聞は比較的高所得者層をターゲットにす

る販売方針をとり，編集側もその方針に沿って

大学を卒業した人以上が関心を持つような話題

を記事として掲載してきたため，その後進行し

た購読部数の低下を食い止めるために購読者の

裾野を広げ，より低所得者や学歴の低い人にも

読んでもらおうとは経営側も編集側もどちらも

考えなかった。しかし１９９０年代に入って新聞社

の経営サイドが販売戦略の大転換を図り購読層

の拡大のため，人々の目を引く，あるいは売れ

る「俗っぽい」記事を要求してきたこともこの

問題の発端であるとローゼンスティール氏は分

析している１５）。

わずか３０人足らずの署名でスタートした「声

明」であったが，その後わずか２週間あまりの

うちに賛同して署名に加わった人は４００人以上

にふくれあがったという。折しも英国ダイアナ

元皇太子妃がパリでパパラッチに追いかけ回さ

れた末に交通事故死するという出来事が起きた

ためである。CCJは金曜日にこの声明に賛同を

呼びかける郵便を発送したが，その翌日にダイ

アナ元妃の悲劇が起きた。週末から米国内でも

主要メディアの報道はダイアナ一色になってし

まい，そのあまりに極端な偏りぶりが奇しく

も，この「危惧の声明」の内容を示す格好の実

例を示すことになってしまった。この「偶然の

一致」によって生じた事態に驚き呆れたジャー

ナリストが週明けから続々と支持を表明してい

ったのである。

CCJはその後，声明で宣言した「ジャーナリ

ズムの根幹をなす原則」を明示的な形にするた

めの作業を始めた。調査として３００人以上のジ

ャーナリストにインタビューするとともに，

「ジャーナリストの価値観」について３時間以

上にわたるインタビューを１００回以上行った大

学の研究者チームとも協力し，彼らがどんな原

則を意識して日頃の取材活動を行っているの

か，具体的なヒアリングを行ったのである。さ

らに２年間に２１回にも及ぶフォーラム（公開討

論会）を行い，地方で活動するジャーナリスト

や広く市民からも意見を募った。参加者は合わ

せて３０００人にも上った１６）。その結果は２００１年，

『ジャーナリズムの原則（TheElementsof

Journalism）』という著書にまとめられた。副

題には「ニュースで働く人たちが当然知るべ

き，そして大衆（パブリック）が報道機関に当
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然期待すべき」と記されている１７）。我が国にお

けるニュース・ジャーナリズムの議論では，し

ばしば「報道機関はこうあるべき」式の議論に

限定されてしまうことが多いが，この副題は民

主主義の体制における大衆（あるいは一般の市

民）もメディアの情報を単に享受するだけでな

く，絶えず監視し，必要な情報を提供していな

いのであれば是正を要求するという「相互協力

を前提とした緊張関係」があってこそ健全なジ

ャーナリズムが成立するという構造を明確に指

摘しており，この本の意義を象徴しているもの

だと言えよう。この本の位置づけとして調査・

研究に参加したメンバーらは，こうして示され

た原則が「ニュースをめぐる環境の変化にも耐

えうるジャーナリズムの究極の目的や，それに

伴う原則・責務・熱意１８）を目標とする」こと

を確認し，その位置づけについて以下のように

説明している。

我々はこの本を単なる始まりだと思う。これをき

っかけに新たなアイディアが生まれ，さらにジャ

ーナリズムの信念も新たにされることを目指す。

（中略）我々は単に現在の問題に対する「解決策」

を提示しようとしているのではない。ジャーナリ

ズムに対して必要な共通認識を明確にすることを

目指すのである。また，詳細な行動規程（「あれ

はするな，これはするな」）を作ろうとしている

のでもない。もしジャーナリズムが目的を持った

活動であるならば，今変化する時代の中で変革を

実行するそれぞれの報道機関の自主的な判断にゆ

だねられるべき問題であるからだ。しかし同時に

もしジャーナリズムが将来にわたって健全に生き

ながらえるとすれば，それは世代を超えて個々の

ジャーナリストがその意味を理解して実践してい

くことにこそかかっている１９）。

『ジャーナリズムの原則』では９つの原則を

列記している。それらの表現は平易で，むしろ

使い古された言葉しか使われていないが，まさ

に「ジャーナリズムの理念のエッセンス」であ

る。この本では実際に起こった事件や出来事を

報道するにあたって，その原則はどのように応

用されるのかを詳細に解説するとともに，実際

に行われたインタビューの抜粋も紹介して，ジ

ャーナリズムを実践するための思考法の道筋を

解説している。９つの原則とは以下の通りであ

る。

１．ジャーナリズムの第一の責務は真実である。

２．まず市民に忠実であるべきである。

３．その本質とは検証を実行できる能力である。

４．それに携わる者は取材対象からの独立を維持

しなければならない。

５．独立して権力を監視する機能を果たさなけれ

ばならない。

６．公共の問題に関する批判や歩み寄りを行う討

論の場を提供しなくてはならない。

７．重大な出来事を興味深く，社会的に意味があ

るものにするよう努めなければならない。

８．ニュースをわかりやすく，偏らないものに保

たなくてはならない。

９．それに携わる者は自らの良心を行うことを許

されなくてはならない。２０）

これらの原則に「公正」とか「バランス」と

か「客観的」など，ジャーナリズムを議論する

時には半ば「常套句」として使われる語句が含

まれていないことには注目すべきである。筆者

のローゼンスティール氏はこれらのコンセプト

は「あいまいで正確に評価することが困難であ

る」と説明している２１）。『ジャーナリズムの原
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則』では，「ジャーナリズムの原則に関する考

えは多くが神話的な通念や誤った認識に取り巻

かれている」として，例えば「ジャーナリスト

が独立を保つには中立であることが必要」とい

う認識などがその例だとして，それらの原則に

含まれなかったコンセプト自体が「是正すべき

問題そのものを示す言葉として使われている」

と注意を促している２２）

また，「原則」の中に，ジャーナリスト個人の

「良心」というコンセプトが提示されたことも，

従来の日本的なジャーナリズムの解釈では考え

られなかったことではないだろうか。これは一

見上記の「客観性」などのように「あいまい」

な概念のように見えるが，キリスト教的価値観

に基づいた人間の良心に対する信頼に根拠を置

くものであって，決して良心という大義名分の

下でジャーナリスト一人一人の勝手な行動を容

認するものではない。

こうして，これまで「あいまいにしか表現さ

れてこなかった」もので，かつ「時には尊重さ

れないものでもあった」２３）ジャーナリストの尊

重すべき価値観が具体的な形で，しかもジャー

ナリストでない人たちが理解できるような平易

な表現で一般化された。しかしこれはあくまで

も「始まりにすぎない」ということを我々は心

に留めておく必要がある。この原則に述べられ

た表現は現状では最善のものであることは間違

いないだろうが，それを現実の変化に伴って，

誰でも理解しやすい表現に改め，できるだけ包

括的で今後起こるであろう複雑な事態に対応で

きるように，そしてその原則を守ることが著し

く困難ではない（例えば締切りに追われている

瞬間に難しい手続きが必要になることを強制す

る「原則」は現実的ではない２４））ような形で発

展させていく必要がある。CCJのメンバーは，

このような必要性を充分に認識して，その活動

を将来的に展開できるようにPEJを結成したの

である。

CCJの「３つのゴール」には以下のように書

いてある。

１．ジャーナリズムを社会で実際に機能させる根

本原則としてのジャーナリストの信条（よりど

ころ）を明らかにし，更新していくこと。

２．大衆（パブリック）がそれらの原則を理解で

きるようにすること。

３．メディア企業のオーナーや経営陣に対して

も，それらの原則が経済的かつ社会的な価値が

あるのだということを理解させ，参加を促すこ

と。２５）

これに対してPEJは「ゴール」を「ニュース

を生産するジャーナリストだけでなくそれを消

費する市民のどちらもが報道機関から何がもた

らされているのか，よりよく理解してもらう」

ことと規定している２６）。そのためには原理原則

の議論よりも「内容の分析（contentanalysis）」

に重点を置き，さらに単に一本の記事やひとつ

の番組で放送されたニュースに対する批判や分

析を加えるよりも，メディア全体で起きている

ことについて定量化（quantify）２７）して分析す

る」ことがより正確な理解を提供できるとして

いる。つまり，「ジャーナリストは何をしなけ

ればならないのか」という問題はCCJが担い，

「実際のニュースはその原則にどのくらい従っ

ているといえるのか，あるいはかけ離れている

のか」「それはどうしてなのか」「その乖離を解

消するにはどうしたらいいのか」という現実に

即した提言を重ねていくのがPEJという，いわば

「相互補完」の関係にあるといえるのである２８）。
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２．新しいニュースの分析とは何か

──PEJの理念と活動

本章では創設９年目の２００６年夏に「新しいフ

ェーズ」２９）を迎えたというPEJが実際にどのよ

うな理念に基づいて，どのような方法でニュー

ス分析を行っているのかその内容について議論

していきたい。PEJによるニュースの分析は大

きく３つに分類できる。それぞれの目的（特に

ジャーナリストでない人々に何を知らせようと

しているのか），と手法について紹介していく。

１ニュースの「内容分析（contentanalysis）」

従来からも新聞記事やニュースのテキストや

映像を逐次記録し，それがもたらす「印象」に

ついて主に批判を展開するような伝統的な形式

での「内容分析」は存在した。しかし，それら

の多くは「単発的で感覚的」３０）であるため時に

説得力に欠けるものであったことは否めない。

PEJは従来のニュース内容分析の「弱点」を克

服するために従来の手法に２点の改良を加えて

より正確な分析を目指す試みに取り組んでい

る。その２点の「工夫」の１点目は，まず分析

の内容を単純化し，特に大衆に理解しやすくな

るように極力「数値化」することである。ディ

レクターのローゼンスティール氏は次のように

述べている。

「我々が目指しているのは，メディア学者と言わ

れている人たちに理解してもらうような専門的な

研究ではありません。我々が提供しようと努力し

ているのは，そのような「学のある人たち」では

なく，研究者でもない人たちでも『直感的に理解

できる』ものです。そのような人たちは多分『ニ

ュースの内容分析』なんてものについては何も知

らないでしょう。社会学科学的な分析手法の知識

も何一つないかも知れない。そういう彼らは多分

我々に『すぐに（よく考えなくても）納得できる

もの』を要求してくるでしょう。そんな人たちに

「これはおかしいんじゃないか」と言われて「も

しニュース内容分析について理解していればそん

なことはないんですけどねぇ」と説明しても全く

意味のないことです。むしろ社会科学的な知識が

全くない人でも『なるほど，そういうことか』と

指をパチンと鳴らして納得するような分析結果が

必要なのです。平均的な一般大衆が直感的に理解

できるものでなくてはならないのです」３１）

PEJは学術的な議論に耐えうるデータを集め

て分析をするが，同時にそれが一般のニュース

の受け手にも理解できる形式で提供されること

をも目指しているのである。

それではそのような「一般的なニュースの受

け手」とはどのような人たちをイメージすれば

いいのだろうか。ローゼンスティール氏は「相

互に連結した大衆（interlockingpublic）」とい

う説明をしている３２）。ニュースの受け手は「知

的エリートとそうでない人々」というような単

純な構図ではすでになくなってしまっているか

らである。今日では多様なメディアが発達した

結果，人々はそれぞれのライフスタイルの中で

いろいろな手段で情報を入手する。テレビから

の情報はかなりの比率を占めているとはいえ，

単純に「新聞から何パーセント，テレビからは

いくつ，インターネットからは・・」などとは

割り切れず，特定の問題やトピックによってバ

ラバラで複雑に絡まり合っているイメージだと

いえよう。さらに学歴の高くない人でも自分の

出身地の犯罪率の増加の問題とか，贔屓のプロ
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野球選手のドーピングスキャンダルについてな

ど，特定の問題については専門家並みに知識が

あったりする。メディアが大衆に提供しようと

している情報の量がそのまま「平均的な大衆」

の知識に直結するわけではないというのが現実

という認識である。しかしそのような複雑な実

態は把握しようがないため，将来それに接近す

る可能性を探りつつ現在は「メディアから何が

どれだけ送り出されているのか」という側面か

らの分析を進めるというアプローチである。

もう１点の新しい分析の観点は「意思決定プ

ロセス」の重視である。メディア企業で実際に

仕事をした人物を分析に動員し，ニュースルー

ムの中で，ニュースバリューの軽重，ニュース

ソースの選択と評価，記事のトーンや演出など

が，どのような方針や指向，制約条件などで決

定されたのか，「他の選択肢もあるのに，どう

してその選択がなされたのか」３３）現実的な分析

を試みようとするものである。さらに特定の取

材や情報伝達のスタイルを選択した時に，ニュ

ースの受け手の情報はどのように偏るのか－特

に何が伝わりにくくなるのか－という問題につ

いても考察を進めている。

上記の分析について象徴的な好例を紹介す

る。２００３年のイラク戦争で始めて採用された

「埋 め 込 み 型 ジ ャ ー ナ リ ス ト（embedded

journalist）」の取材手法はこれまで多方面の検

証がなされてきたが，その多くは実際に取材を

経験した記者らによる体験談に基づいて考察や

推測を展開した「断片的」なものであった３４）。

PEJでは戦争が起きた直後の２００３年４月３日に

早くも「埋め込み型ジャーナリスト」のテレ

ビ・レポートの内容分析についての報告を公表

している３５）。PEJは戦争開始から３日間（２００３

年３月２１，２２，２３日）にわたり，３大ネットワ

ーク（ABC，CBS，NBC）とケーブルテレビ

（CNN，FoxNews）合わせて５局を午前７時か

ら午後９時までモニターし，ニュース番組や特

別番組の合計４０時間半の中で放送された「埋め

込み型ジャーナリスト」によるレポート１０８本

を分析している。それは単なるテキストや映像

の内容分析の他に，「ジャーナリズム関係者で

なくてもわかるように」特定の指標を数値化し

て考察を加えている。すなわち「トピック（レ

ポートの題材）」「編集が施されているかどうか

（中継レポートか一度録画されてVTRに編集さ

れて放送されたものか）」「テレビ用のビデオ素

材かラジオ用のレポートをテレビ用に体裁を整

えるように編集したものか」」などのデータを

記録した。例えば「中継かVTRか」という問題

は，テレビ局は通常，重大なニュースについて

はニュースルームのデスクや編集長など複数の

スタッフのチェックを受けて「万全を期して」

放送するが，中継あるいは伝送されてきたレポ

ートを「録って出し（録画してその直後に編集

を加えずに放送）」するというのは，それらの

チェックをすべて「省略する」ことに他ならな

いことを指摘し，テレビ局がこの期間いかに無

責任に現地からのレポートをただ「従軍して戦

闘の最前線にいる（はず）」ということのみを

「価値」として放送したかということを明らか

にしたのである３６）。分析の結果PEJが発見した

「埋め込み型ジャーナリスト」のレポートの問

題点は以下の通りである。

・１０４本のレポートのうち，９３.５パーセントは「事

実（fact）」に関する報告であった。「分析

（analysis）」はわずか１.９パーセント，「論評

（commentary）」も３.７パーセントしかなかった３７）。

・約６割のレポートは中継か編集されていない
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VTRであった３８）。

・送られてきたレポートの約８割は現地の記者の

報告で，兵士やその他の取材先（イラクの住民

など）の声はほとんど届けられなかった。

・４７パーセントのレポートは軍事作戦やその結果

についての情報であった。これはまさに「戦闘

のレポート」であった３９）

・映像はドラマティックではあったが，戦争のど

ぎつさは全く感じられなかった。分析された

１０８本中１０４のレポートには１回も攻撃で負傷し

た人が登場しなかった。

以上のようなデータを踏まえた分析でこの報

告は「埋め込み型ジャーナリストのレポートは

総じて『逸話的（anecdotal）』であった」と結論

づけている。また「戦闘だけに焦点を当てた

（周辺の住民などには全く注意を払わない），大

部分が中継と編集が加えられていないテープに

よる放送であった。内容（content）には乏しか

ったが，細部（detail）の描写が非常に多かっ

た」ため「面白くもあり（exciting），退屈でも

あった（dull）」し，テレビのレポートの「ほと

んどの長所と短所が含まれていた」と指摘して

いる４０）。

さらにその報告ではテレビの報道がその期

間，上記のような偏向を犯してしまった原因と

して「とにかく早く情報を放送したい」という

意向が過度に働いたことを挙げている。その背

景として「テクノロジーの発達」を挙げてい

る。これにより現地のレポートが即時に送信で

き４１），編集の技術も発達したためラジオのレポ

ートをテレビ用に体裁良く放送することも可能

になる。しかし，そのようにとにかくスピード

を求める取材・放送体制はニュースルームに

「混乱や間違いを多発させ，ジャーナリストが

単なる『伝言ゲーム』をする事態を誘発してし

まっており，非常に部分的な情報が報道されて

いく過程で歪曲されたり，過度に強調されたり

してしまった」と批判している４２）。

２ニュース企業の経営的側面がニュースに及ぼ

す影響

ニュースの内容に影響を及ぼす要因の分析は

長らく有名なキャスターや花形記者，デスクや

編集責任者などの個人的な指向や信条のような

「属人的な特徴」に注目する業績に偏ってきた

ともいえるであろう。PEJはそのような点とは

別にメディア企業の経営がニュースの内容に及

ぼす影響についての大規模な調査を開始した。

２００４年から毎年，「ニュースメディアの状況

（TheStateoftheNewsMedia）」という１６万語

にも及ぶ長文の報告書を発行している４３）。非常

に大規模な報告書であり，その詳細は将来別の

論文で議論したいと思っているが，概観してみ

るだけで，新聞社やテレビ局，そしてその親会

社である巨大コングロマリット４４）の経営方針

がニュースの現場に深刻な影を落としているこ

とがわかる。

２００７年の報告書の冒頭には「我々はニュー

ス・ビジネスが２００７年から新しい局面に入っ

た，それは『向上心』が減退したことである」

と述べている４５）。より広く情報を集めようと取

材網を拡げるには非常にコストがかかる。今ま

でメディア企業は右肩上がりの成長をなんとか

維持してきたので，そのような取材網の縮小を

考慮せずに済んできたが，現在は多様なメディ

アの複雑な競争と絶え間ない技術革新による投

資の必要に直面し，メディア企業は「縮小する

能力の中でどうやって大衆にアピールできるの

か自らを再定義する『衰退をどのように食い止
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めるか』に能力を傾注しなくてはならない状

態」であると指摘している。いくつか例をあげ

ると，「過度な地元優先主義（hyperlocalism）」

により，海外支局を閉鎖して（アメリカ）国内

のニュースを優先したり，アメリカ国内でも特

定の地域（特に自州から離れた地域）のニュー

ス拠点を放棄するような現象が起きている。

報告書ではメディア企業を新聞，雑誌，地上

波テレビ，ケーブルテレビ，地方のテレビ，雑

誌，ラジオ，エスニックメディア（ヒスパニッ

クや黒人向けメディア），以上のメディアのオ

ンライン化の状況と新たなデジタルメディアな

どのカテゴリーに分けて，その年ごとの経営状

況や動向などをデータやヒアリングをもとに詳

細に記録している。２００７年の報告で特に深刻だ

と指摘されているのは「報道部門に対する投資

に陰りが見られ」ており，記者やカメラマンな

どが人員削減の危機に瀕しているという事実で

ある。報告では２０００年から２００５年の間に，日刊

紙やテレビ・ラジオでは全体で５パーセント，

全米でおよそ３０００人の人員削減が行われたが，

２００６年の１年間でさらに１０００人規模の急激な削

減が行われたことが明らかになった４６）。サブプ

ライムローンの問題が露見した２００７年はさらに

事態は深刻になる見通しである。

そのような事態の中報告では，大資本が多数

のメディアを傘下に置くような「業際保有（ク

ロスオーナシップcrossownership）」が成熟し

たメディア環境においては「そのような大資本

がニュース・ビジネスを衰退していくと見る

か，それとも新しい成長のための過渡期と見る

かという見方こそがカギを握る」と指摘し，も

はやニュースの内容の議論以前に，その報道機

関が存続するかどうかという究極の判断を経営

陣が握っている逼迫した状況を強調してい

る４７）。そのような中でニュース企業はより短期

的なサイクルで「なりふり構わず新しいビジネ

スモデルを確立する必要」に直面している。す

なわち「商売になる＝売れるモデル」が必要な

のであり，例えばそのために，年々深刻になっ

ている「論争文化（TheArgumentCulture）：多

面的な情報提供や評論よりも，決めつけや罵倒

を含めた激しい非難を重視するような編集や番

組制作の姿勢」がさらに進行して「解答文化

（TheAnswerCulture）：種々の情報を吟味検討

したり，議論を経ることなく単純な結論を急ぎ

たがったりする」にまで変質してしまったと分

析している４８）。「メディアの責任者はなぜ，そ

のような選択をしたのか」という原因を追及し

ていくと，現在の米国ではスタッフや制作体制

の先に，「資本の論理」に根ざす，構造的な問題

であることが認識されてきたのである。

３社会全体でのニュースの総体を把握しようと

する試み

上述のように現在のアメリカ社会では（日本

社会もそうだが）メディア企業が存続を掛けて

「ニュースを売る」ことに全力を傾けることが

当然となっている。その帰結としてニュースの

「多様性（diversity）」が失われてしまう。ニュ

ースの社会的な意義として「実はこんな問題も

ありますよ」と少数の人しか認識していない論

点を紹介するというものがあるが，より多くの

人の関心を呼ぶニュースを提供することで購読

者数を増やしたり視聴率を上げたりするという

ことが至上命題になると，ニュースの画一化が

深刻化してしまうのである。トップニュースは

どの報道機関も同じで，切り口も似通ったもの

になってしまう。そもそもPEJの前身CCJの活

動が大きな賛同を呼んだのも，世界的にダイア
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ナ元皇太子妃の事故死の集中豪雨的な報道であ

ったし，その後も特にセレブ（有名人）報道な

どでその好ましくない傾向が顕著になる現象が

数多く起きている。２００４年から２００５年にかけて

のマイケル・ジャクソン裁判４９）や２００７年のパ

リス・ヒルトンの収監騒動５０）やその後の顛末

など報道がヒステリックに特定のニュース一色

になってしまう事例は枚挙にいとまがない。そ

の陰で他の大事なニュースが伝えられなかった

り，扱いが非常に目立たないものになってしま

ったりした事例はなかなか伝えられないのが実

情であるが，イラク戦争に至るフセイン政権の

大量破壊兵器をめぐる報道については比較的詳

細に検証と反省がなされている。例えば「コロ

ンビア・ジャーナリズム・レビュー」誌の元編

集長マイケル・マッシグ（MichaelMassig）氏

が２００４年２月，一連の大量破壊兵器報道を批判

する論文を「NewYorkReviewofBooks」に掲

載した。その中で「ワシントン・ポスト」紙の

軍事・防衛担当のベテラン記者，ウォルター・

ピンカス（WalterPincus）記者は当時ブッシュ

政権が盛んに喧伝していたイラクの大量破壊兵

器に疑問を呈する記事を同僚と共に精緻な取材

でまとめ上げたが，その記事は理由もなく数日

間差し止められ，ボブ・ウッドワード編集局次

長の進言でやっと掲載にこぎ着けたが，その扱

いは「A１３」という紙面ではかなり後ろの方だ

ったというエピソードを紹介し，ウッドワード

氏の「われわれは仕事をしたが，決して十分で

はなかった。私はもっと強く言うべきだった。

われわれはその根拠が危ないものであることを

もっと読者に伝えるべきだった」というコメン

トを紹介している５１）。

筆者がPEJのローゼンスティール氏とディス

カッションした時に問題意識を共有したのは，

お互いメディア企業で働いた経験をもつ者とし

て５２）ニュースを生産する記者や編集者，テレ

ビのディレクターなどは自分の新聞社やテレ

ビ・ネットワークなどが伝える特定のニュース

の占めるボリュームや他のニュースとのバラン

スには一応気を配るが，同業他社や他のメディ

アも合わせたメディアの総体が社会に提供して

いるニュースの総量やインパクトに関しては責

任を持てないし，コントロールも不可能であ

り，実は現在それが大きな社会問題であるとい

う現状認識である５３）。ローゼンスティール氏は

この問題を明らかにするデータがないと，報道

機関の関係者にインタビューする際「あなたの

ところは○○のニュースについてあまりに多く

の時間や紙面を割いていませんか」と指摘しよ

うとすると，「そんなことありません」と反論

されてしまい，「この問題についてさらに議論

する基盤をつくることができない」と何らかの

形でデータを作る必要性を痛感したと話してい

る５４）。

PEJはこの問題についても果敢に挑戦を開始

している。「ニュース報道指標（NewsCoverage

Index）」と称して，サンプルに選んだメディア

の報道を記号・数値化して週に１回定期的にデ

ータと分析を発表する他，大統領選挙や北朝鮮

の核問題など特定のイシューについての分析も

行っている５５）。データ化には以下の２点を分類

しやすい形でデータ化することが求められる。

その２点とは１）記事のスペースやテレビの放

送時間（newshole）にあるニュースがどのく

らいの割合を占めているのか，と２）そのニュ

ースはどのように取材され，演出され，整理さ

れて記事やニュースになったのか（その結果

「受け手がどのような印象を持つか」という分

析を感覚的でなく，ある程度客観的にすること
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が可能になる）である。PEJはこの分析プロジ

ェクトを開始するまでに２年以上の準備期間を

要したという。ニュースの内容をデータ化する

ために「コード（code）」という指標を用いる

が（詳細は後述），特にそれらを確定するため

の作業に時間を要したという５６）。コードや方法

論をまとめるのに１年余，それからそのコード

を現実的に適用できるように調整しマニュアル

化する作業に約１年かかったという。現在でも

方法論が完全に確立されたわけではなく，「走

りながら考え，修正する」段階だとローゼンス

ティール氏は語っているがこの枠組みは我々が

日本のメディアを分析するうえでも貴重な視座

を提供してくれると思われるため，その一端を

紹介したい。

このような分析プロジェクトを継続的に行う

効果と意義についてローゼンスティール氏は，

「基本的な変数（primaryvariable）」はニュース

の「話題あるいは題材（topic）」であるとし５７），

長期にわたり分析することにより，特定の話題

が爆発的に取り上げられ，流通するニュースの

大部分を占めてしまう期間があったり，それが

急激に退潮したりという現象が「手に取るよう

にわかる」としている。現在「トピック」は４

つのレベルに分けられており，例えば気候変動

（地球温暖化）やHIVウィルスの流行などのよ

うな「大きなテーマ」から細分化，具体化され

ていく。例えば「米大統領選挙のキャンペーン

のニュース」は，「候補者の政策」「経歴」「背景

（支持団体など）」「選挙運動の手法」などに枝

分かれしていくのである。それらの「トピッ

ク」について，どのテーマがどのような形で取

り上げられているのか（例えばどこの地域や人

物や団体に焦点が当てられているのか）などの

ニュースの「流行」の推移なども概観すること

ができると指摘している５８）。また内容は詳細に

「コード」で分類され，「論調（narrative）」がい

かに変化していくかという観察も可能になる。

PEJでは以下のメディアをサンプルとして継

続的に観察する５９）。

① 新聞（合計１３紙）：土曜日以外は毎日チェッ

クする。

・「ニューヨークタイムズ（TheNewYork

Times）」だけは毎日チェックする。

・他 の１２紙 は 購 読 部 数 と 国 内 で の 定 評

（prominence）によって３つのランクに分け

られ，その上位グループには「ワシントン・

ポスト（TheWashingtonPost）」「ロサンゼ

ルス・タイムス（TheLosAngelsTimes）」

「ウォールストリート・ジャーナル（The

WallStreetJournal）」「USAトゥデー（USA

Today）」が含まれている。その４紙の中から

毎日２紙を選びサンプルとする。

・中位，下位のグループも地理的な偏りを避け

て選ばれた地方紙４紙ずつのグループであ

り，上記と同様に毎日２紙ずつ記事の「コー

ド」化の作業を行う。

・新聞は１面に掲載されている記事を分析対象

とする。米国の新聞記事は通常，記事の冒頭

だけ１面に掲載し，続きを後ろの頁に載せて

おり，後頁の記事も含めすべてを分析対象と

する。

・１日に扱われる記事は平均２５本である。

② ウェブサイト（５サイト）：月曜日～金曜日

の分をチェックする。

・扱うのはCNN，Yahoo!，MSNBC，Google，

AOL（AmericaOnline）のニュースサイトで

ある。これらはニールセン社が測定している

１日のユニークユーザー６０）数で上位にラン
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クされたものを１０サイト抽出し，その中から

掲載されているニュースの形態（ケーブルテ

レビのニュースサイト＝CNN，MSNBC，新

聞からの転載＝Yahoo!，Google，主に通信社

の記事を掲載＝AOL）とバランスを考慮して

抽出されたものである。

・米国で１日に平均約３０００万人が何らかの形で

オンライン・ニュースに接触している。

・米東部時間で午前９時６１）から１０時までの１

時間の間にそれぞれのウェブサイトに掲載さ

れた５本のニュース，合計２５本を分析対象と

する。

③ ネットワーク・テレビ（３大ネットワークと

PBS公共放送）：月曜日～金曜日の分をチェッ

クする。

・午前８時から始まる３大ネットワークのモー

ニングショーの冒頭３０分に扱われたニュース

計９０分を抽出する。モーニングショーは２時

間以上の番組だが，後半は繰り返しなどが多

いために省略する。

・午後６時３０分から始まる３大ネットワークの

ニュース（３０分）をすべて扱う。

・午後７時から始まるPBSの“Newshourwith

Jim Lehrer”（１時間番組）の冒頭３０分を扱

う。

・上記の合計３時間３０分を分析対象とする。

・３大ネットワークの視聴者は１日平均約２７００

万人，PBSは約２４０万人と言われている。

・ABCで月曜日から金曜日の午後１１時から１

時間放送している“Nightline”の他，「ニュ

ースマガジン」と呼ばれる番組６２）は，その

ほとんどが毎日放送されないため，サンプル

に入れていない。

④ ケーブルテレビ：月曜日～金曜日の番組を選

択して分析する。

・３つのケーブルニュース局，CNN，MSNBC，

FoxNewsすべてを対象とする。

・モーニングショーは東部と西部の時差が４時

間もあるので除外する。

・日中は現在継続中の政治イベント（大統領の

議会での演説など）を生中継するような形式

の番組が大部分を占めるので，３局のうち２

局の放送を３０分間（午後２時～午後２時３０

分）抽出する。

・夜はメインのキャスターを配した分析や評

論，政治討論番組などが編成されているた

め，各３局の午後６時から午後１０時（いわゆ

るプライムタイム）に開始する４番組（大部

分が１時間）のうちCNNとFoxは３番組，

MSNBCは２番組を抽出して記録する。

・上記の合計１日５時間の放送を対象とする。

全米の視聴者は日中で約１６０万人，プライム

タイムで約２７０万人である。

⑤ ラジオ：月曜日～金曜日の番組を選択して分

析する。

・ラジオ放送のニュースはヘッドライン（見出

しと短い要約）だけを伝えるものが多いた

め，ABCとCBSラジオの午前９時と午後５

時のニュース（各約１０分），公共放送（National

PublicRadio）の朝のニュース（“Morning

Edition”３０分）をサンプルとする。

・ラジオ放送はかなり極端な政治的主張を展開

する「トークショー（talkradio）」に特徴が

あり，多くの聴取者がいるため，保守派

（conservative）のホスト６３）が出演するもの

から２番組，リベラルのホストの番組から１

つを選ぶ。

こうしてPEJはウィークデーで合計３５のメデ

ィアをカバーし，その総体の中で大部分を占め
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るニュースがどのように推移していっているの

か，継続的な観察と分析を続けている。

それぞれのニュースで「コード」化される変

数は現在１８ある。それらは以下の通りであ

る６４）。

① コード化する人の認識番号（ID）

② コード化した日付

③ 記事の認識番号 ※①～③はコンピューター

が自動的に記録するように設計されている。

④ 記事のトピックが発生した日付

⑤ テレビ・ラジオの番組名

⑥ テレビ・ラジオの番組の開始時刻

⑦ 特定のニュースの開始された時刻（タイムコ

ード：秒単位で記録）

⑧ 見出しの表現

⑨ 記事の語数

⑩ 記事が紙面のどこに配置されているか

⑪ テレビ・ラジオの特定のニュースの形式（キ

ャスターが読むだけか，記者によるVTRのレ

ポートか，中継でキャスターと現地の記者のク

ロストークがあるか，など）

⑫ 記事やニュースの内容

⑬ メインで取り上げられているトピック

⑭ 併せて取り上げられているトピック

⑮ どこの地点（国，地方など）が取り上げられ

ているか

⑯ その記事の背景となる「大きなテーマ」

⑰ そのニュースの放送が終了した時刻（タイム

コード）

⑱ 政治的な影響（大統領選挙との関係）

現在，PEJには１１人の「コード」記録を専門

に行う職員がおり，毎日３人から５人程度が上

記のサンプルをすべて記録している。ワシント

ンD.C.中心部の近代的なオフィスにある事務

所には「コーディング・ルーム」があり，コー

ド化担当のスタッフはこの部屋に詰めて，それ

ぞれウォッチしているメディアで現れたニュー

スをホワイトボードに書き出していき，「今何

のニュースが注目を集めているのか」という情

報を共有できるようにしている。その次の瞬間

にそのニュースが他のメディアの報道で大きな

ウェイトを占める可能性も高いからである。最

大で８人のスタッフがチームで仕事をするとい

う６５）。だいたいどのくらいの分量のニュースを

分析することになるのか，イメージをつかむた

めに以下の数字を紹介しておく。PEJによる

と，２００７年４月から６月の２ヶ月間に行った分

析では，合計１８,０１０本のニュースを取り上げ

た。テレビとラジオを合わせた番組の放送時間

の合計は４５９時間にものぼり，記事に使われた

語数は新聞で約２１６万語，ウェブサイトでは約

１１０万語にもなる。

３．むすびにかえて：日本への導入を視野に

ローゼンスティール氏によると，このプロジ

ェクトの目下の課題は大きく分けて２点あると

のことである。それらは，（a）変数（コード）

の内容の検証と内容の充実と，（b）コード化を

行うスタッフの評価の仕方を平均化する（能力

を平準化する）ことである６６）。

変数の内容の充実の問題であるが，まず現在

の分析の枠組みに含まれないメディアがある。

PEJが将来的に何らかの形でリストに加えてい

かなければならないと考えているのは，ニュー

ス週刊誌とブログ，それからテレビのトークシ

ョーなどニュース以外の番組である。米国には

「Time」や「Newsweek」「USNewsandWorld
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Report」というニュースを扱う週刊誌があり，

大規模な購読者を抱えている。また現在特に若

年層を中心にニュースを新聞記事や報道番組か

ら得ずに，主にウェブサイト，特にブログを通

じて知るというメディア・ライフスタイルが拡

大している。ブロガーの中にはジャーナリスト

でない人のほうが圧倒的に多く，特に情報源が

二次的，三次的とニュース業界で言うところの

「ウラ取り」が出来ていない不確実な情報に基

づいた評論や意見も多い。しかし一部のブロガ

ーは新聞の購読者よりも多くのユニークユーザ

ーを獲得しているとも見られ何らかの形で分析

の枠組みに加えていくことが必要になるであろ

う。現時点でPEJは「構造が異なるため」分析

に加えていないが，およそ１０００人のブロガーが

所属する「メディア・ブロガー協会（Media

BloggersAssociation）」と協議中で将来何らか

の形でコードに加えていく予定を明らかにして

いる６７）。

人々のニュースを得るルートはテレビやラジ

オだけをとっても多様化しており，特に３大ネ

ットワークが月曜日から金曜日に真夜中の０時

から放送するトークショー６８）では政治家のゲ

ストも頻繁に登場するなど，かなり有力な情報

源となっているという事実もある。サンプルと

してどのように加えていくかという課題もあ

る。さらにニュースのコード化自体にも，特に

ニュースの演出によるイメージの差異や情報源

の精査を綿密に行っている（形跡が確認される

か）などの要素も現状では分析に加味されてい

ないという「欠陥」が存在する。トークショー

などの番組がサンプルに加えられた場合にはこ

のような問題も考慮されていかなければならな

いであろう。

現在PEJが一番力を注いでいるのが上記２番

目の課題である，コード化を行うスタッフの感

覚と能力の平準化である。「どのスタッフがコ

ード化の作業を行っても変数の数値に差が生じ

ないようにする」というのが究極の目標であ

る。現在複数のスタッフが同じニュースをコー

ド化してその差を縮める方法を模索している最

中であるが，主なコードについて約８５パーセン

トが一致する水準まで確実さが増したというこ

とである６９）。未だ発展途上のプロジェクトでは

あるが期待をもって注目して行きたいと考えて

いる。

小論の冒頭でも触れたが，筆者がこの分析手

法に注目するのは，日本のメディアのニュース

を生産する形態や，大衆の信用が揺らいでいる

という，背景も米国と酷似しているため，こう

して分析され抽出された特徴が問題を解決に導

く糸口になると考えるからである。少なくとも

ニュースの利用者の大多数である大衆（パブリ

ック）が単なる印象論だけでなく「何が問題な

のか」具体的に認識することが重要である。

先の話になるが日本での導入を構想するにあ

たっては，分析を担当するスタッフの育成が大

きな課題となるであろう。PEJではメディア・

ジャーナリズムなどの分野で修士号を有する

か，メディア企業で記者かニュースの制作に関

わった職務経験をもとにスタッフを採用し，適

性を判断して７０）２週間から３週間の基礎的ト

レーニングを経てコード化の作業に正式に従事

するという育成プログラムをとっているが，日

本ではそもそもジャーナリズム専攻の大学院修

了者の絶対数が著しく少なく，終身雇用の伝統

がまだまだ抜けない雇用環境下ではメディア企

業を退職する者を当てにすることもままならな

い恐れがあるため，根本から構想の練り直しを

余儀なくされる恐れもある。
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小論では方法論の実際にまでは踏み込めなか

ったが，今後継続的に PEJ側と意見交換を重

ね，ケーススタディやジャーナリズムに対する

理念をどのように分析プロジェクトに反映させ

るのかという問題について理解を深めていきた

いと考えている。

（了）

注
１） 報道不信については，個別の事例で数多くの

検証がなされているが，例えば以下を参照
筑紫哲也・佐野眞一・野中章弘・徳山喜雄編

『ジャーナリズムの条件２ 報道不信の構造』
岩波書店 ２００５年

２） 新聞社の経営の現状については，例えば以下
を参照
河内孝『新聞社 破綻したビジネスモデル』

新潮新書 ２００７年
３） 視聴率の計測のしかたについては，ビデオリ

サーチが使用しているサンプル数が少なすぎ
て，正確な数値が計測できていないという指摘
がある。

４） 日本語として正確には「NPO（非政府組織）」
と言うのであろうが，筆者が米国の関係者と意
見交換を行った際，彼らは自らの組織を「NGO
（非政府組織）」と呼んでいたため，呼称はそれ
にならうこととした。

５） 「ジャーナリスト」の定義は困難である。小
論では暫定的に「ニュースを取材・制作（ある
いは執筆）することを生業としている人」とし
ておく。

６） この言葉の定義も同様の困難さが付きまと
う。ここでは暫定的に「上記『ジャーナリス
ト』と定義される以外の人」としておく。

７） “AboutUs,” ProjectFor Excellence in

Journalism: Understanding News in the

Information Age,http://www.journalism.org/

about_pej/about_us(lastviewed on January

16,2008)訳は筆者による。
８） ibid.

内容の説明については，PEJのDirectorであ
るトム・ローゼンスティール（TomRosenstiel）
氏に対し筆者が行ったインタビュー（２００７年９
月７日）をもとに補足している。

９） BillKovach&TomRosenstiel,“TheElements

ofJournalism — WhatNewspeopleShould

KnowandthePublicShouldWxpect,”Three

RiversPress,NewYork,2001p.10

ビル・コヴァッチ，トム・ローゼンスティー
ル著（加藤岳文・斎藤邦泰訳）『ジャーナリズ
ムの原則』 日本経済評論社 ２００２年 ３頁

この部分の翻訳はかなり正確であると判断
し，以後の引用は特別の必要がない限り日本語
のみ表記する。

１０） 同上 ３頁
１１） CommitteeofConcernedJournalists(CCJ)

andthePewResearchCenterforthePeople

andthePress,“StrikingtheBalance:Audience

Interests,BusinessPressuresandJournalists’

Values,”March,1999,SectionIIIViewson

Performance,http://people-press.org/reports/

display.php3?PageID=316(lastviewedonJanuary

16,2008)

この調査による人々のメディア不信に関する
データとして，要約を行っている以下の文章を
参照
CCJWebsite,“CCJHistory,”September1,

2006,http://concernedjournalists.org/about_ccj/

history(lastviewedonJanuary16,2008)

１２） CCJWebsite,“AStatementofConcern.”http://

concernedjournalists.org/node/282(lastviewed

onJanuary16,2008)訳は筆者による。
１３） ibid.

１４） 筆者のローゼンスティール氏に対するインタ
ビュー（２００７年９月７日 於米ワシントン
D.C.）

１５） 同上インタビュー
１６） 調査の経緯は“CCJHistory,”op.cit.を参照。

一部は『ジャーナリズムの原則』前掲書 ５頁
にも記述がある。

１７） 原文は“WhatNewspeopleShouldKnowand
thePublicShouldExpect,”となっている。“The
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ElementsofJournalism,”op.cit.

１８） “StatementofConcern,”op.cit.訳は筆者によ
る。

１９） ibid.訳は筆者による。
２０） PEJWebsite,“PrinciplesofJournalism,”

http://www.journalism.org/resources/principles

訳は『ジャーナリズムの原則』前掲書 ６-

７頁を参考にしたが，一部の訳は適切ではない
と判断し筆者の訳を優先した。

２１） 前掲・ローゼンスティール氏に対するインタ
ビュー。

２２） 『ジャーナリズムの原則』前掲書 ７頁
２３） “StatementofConcern,”op.cit.訳は筆者によ

る。
２４） 締切りのプレッシャーがが記者やディレクタ

ーなどの判断力に如何に深刻な影響を及ぼすの
かという「現実」は時に記事やニュースの制作
現場を経験していない人物によって著しく軽視
されることがある。

２５） CCJ Website,“AboutCCJ,” http://

concernedjournalists.org/about_ccj/about_us(last

viewedonJanuary16,2008)訳は筆者による。
２６） PEJ Website,“About Us,” http://www.

journalism.org/about_pej/about_us(lastviewed

onJanuary16,2008)訳は筆者による。
２７） メディア全体から提供されるニュースの「定

量化」の議論については，第３章で詳述する。
２８） 実 際 CCJと PEJは「双 子 の 使 命（Twin

Mission）」とそれぞれの機能を規定しコロンビ
ア大学ジャーナリズム大学院（Colombia
UniversityGraduateSchoolofJournalism）の
支援のもとでともに活動してきた。しかしPEJ
は２００６年７月１日から「人々と報道機関のため
のピュー研究所（ThePewResearchCenter
forthePeopleandthePress）」の傘下に入り密
接な提携関係を解消した。しかしCCJとPEJの
謳う「原則をつくる作業」と「現実のニュース
を分析し改善を促していく作業」が相互補完し
ていくという理念は不変のものであるといって
いいであろう。
PEJ“AboutUs,”op.cit.

２９） “AboutUS,”ibid.訳は筆者による。

３０） 筆者のローゼンスティール氏に対するインタ
ビュー（２００７年９月７日 於米ワシントン
D.C.）

３１） 同上
３２） 同上
３３） 同上
３４） 典型的なものとしては，米ワシントンD.C.の

ブルッキングス研究所（BrookingsInstitution）
が２００３年６月１７日に「埋め込み型ジャーナリス
ト」の取材システムを考案したとされるトリ
ー・クラーク（TorieClarke）国防次官補と実
際に取材に赴いたCNNの記者やメディア評論
家などによるシンポジウムなどがある。
ABrookingsIraqSeriesBriefing,“Assessing

MediaCoverageoftheWarinIraq:Press

Reports,PentagonRules,andLessonsfor

theFuture,”June17,2003,http://www.brookings.

edu/events/2003/0617iraq.aspx(lastviewed

onJanuary16,2008)

３５） PEJWebsite,“EmbeddedReporters:What

AreAmericanGetting?”April3,2003http://

www.journalism.org/node/211(lastviewedon

January16,2008)

３６） ibid

３７） PEJWebsite,“LevelofReporting,”http://

www.journalism.org/node/995 (last viewed

January16,2008)

３８） PEJWebsite,“LiveVS.Taped Reports,”

http://www.journalism.org/node/992(lastviewed

January16,2008)

３９） PEJWebsite,“TopicsCoveredinEmbedded

Stories,”http://www.journalism.org/node/993

(lastviewedJanuary16,2008)内訳は「軍事作
戦の描写」（２７.８パーセント），「戦闘の結果（主
に勝敗）」（１３.０パーセント），「戦闘の結果生じ
た事態などの報告（Aftermath）」（６.５パーセン
ト）などとなっている。
また，“MilitaryActionsonCamera,”http://

www.journalism.org/node/994 (last viewed

January16,2008)では，現地からの軍事作戦に
関連した映像を分類している。「弾丸やミサイ
ルが発射されているシーン」が２１.３パーセン
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ト，「前線で待機している部隊や兵士」が１１.１パ
ーセント，「戦隊の移動や作戦行動」が３２.４パー
セントなどとなっている。

４０） “EmbeddedReporters,”op.cit.

４１） ビデオフォンなど映像を伴った衛星放送の機
材がこの時期に大幅に小型化し記者の機動力は
大幅に向上した。

４２） “EmbeddedReporters,”op.cit.

４３） 最新のものはPEJ,“TheStateoftheNews
Media2007— AnAnnualReportonAmerican

Journalism,”http://www.stateofthenewsmedia.

com/2007/(lastviewedJanuary16,2008)を参
照。他の年の報告書は PEJのウェブサイト
（http://www.journalism.org）から参照できる。

４４） 雑誌“ColumbiaJournalismReview”のウェ
ブサイトには，“WhoOwnsWhat”というコー
ナーがあり，全米のメディア企業の系列関係や
親会社などが一覧できる。http://www.cjr.org/
resources/(lastviewedonJanuary16,2008)

４５） “Overview,”“TheStateoftheMedia2007,”

Introp.1

４６） “NewsInvestment,”ibid.,Introp.8

４７） “MajorTrends,”ibid.,Intropp.2-3

４８） この報告では例えばブログの中でも，ジャー
ナリズムの原則を追求するべきという動きとス
キャンダルや悪口などを一方的に書きなぐると
いったものに分離しつつある状況など，デジタ
ルやオンラインのメディアなどについても広く
分析を展開しているがそれは後日の議論に委ね
たい。

４９） PEJによるマイケル・ジャクソン裁判の報道
ぶりの分析については例えば以下を参照。
PEJWebsite,“CableTVContentAnalysis

— 2006AnnualReport,ADayintheLifeof

theNews,”http://www.journalism.org/node/

484(lastviewedonJanuary16,2008)

５０） パリス・ヒルトン報道の問題点などの議論は
以下を参照。
MartinGroves,“A MediaCircusOutside

ParisHouse,”LosAngelsTimes,January21,

2008

PEJの分析については以下を参照。

PEJWebsite,“PEJNewsCoverageIndex

June 3-8,2007,Paris Has the Media

Burning,”http://journalism.org/node/6001(last

viewedonJanuary16,2008)

５１） MichaelMassig,“Now TheyTellUs,”The

NewYorkReviewofBooks,February26,2004

http://www.nybooks.com/articles/16922 (last

viewedonJanuary16,2008)

５２） 筆者はテレビ朝日でニュースの記者・ディレ
クターとして１６年勤務した。
ローゼンスティール氏は２０年以上ジャーナリ

ストとして活動し，その他に「ロサンゼルス・
タイムス」紙などのメディア批評家としてのキ
ャリアも有する。彼の経歴については以下を参
照。
PEJWebsite,“ThePeopleofPEJ,”http://

www.journalism.org/about_pej/staff(lastviewed

onJanuary16,2008)

５３） 筆者のローゼンスティール氏に対するインタ
ビュー（２００７年９月７日 於米ワシントン
D.C.）

５４） 同上
５５） PEJのウェブサイトでは，“NewsIndex:

OurWeeklyContentAnalysis,”というコーナ
ー が あ る。http://www.journalism.org/news_
index(lastviewedonJanuary16,2008)

５６） 筆者のローゼンスティール氏に対するインタ
ビュー（２００７年９月７日 於米ワシントン
D.C.）

５７） 同上
５８） PEJWebsite,“Methodology,”http://www.

journalism.org/about_news_index/methodology

(lastviewedonJanuary16,2008)

５９） Ibid.

６０） のべ人数ではなく，複数回訪れた人は１人と
数える。

６１） 時刻の表示は特に断りがなければ米東部時間
とする。

６２） その日に起きたニュースを網羅的に扱うので
はなく，２から３本の「特集ニュース」を重点
的に扱うもの。CBSの“６０minutes”やABCの

“２０/２０（TwentyTwenty）”などがある。近年
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経営が苦しくなった３大ネットワークは一部の
「エース記者」を動員してゴールデンタイムに
１時間程度の番組を編成して，ニュース部門の
採算をとるようになった。しかし，高い視聴率
を求められるためマイケル・ジャクソンのよう
な有名人のスキャンダルなどセンセーショナル
な内容を追い求める傾向も見られるほか，報道
部門がこちらの番組に力を入れ，広くニュース
取材をするためのスタッフを減員するなどの問
題も多発している。この問題については別論に
譲りたい。

６２） 例えばラッシュ・リンボー（RushLimbaugh）
などが過激な問題発言などが有名。彼のオフィ
シャルサイトでは，毎日のゲストが紹介されて
いる。
http://www.rushlimbaugh.com/home/today.

guest.html(lastviewedonJanuary16,2008)

６４） PEJWebsite,“Methodology,”op.cit.

６５） 筆者のローゼンスティール氏に対するインタ
ビュー（２００７年９月７日 於米ワシントン
D.C.）

６６） 同上
６７） 「２００７年春には導入したい」とのことであっ

たが，少々スケジュールが遅れていると見られ

る。
PEJWebsite,“Methodology,”op.cit.

６８） NBCの“TonightShowwithJayLeno”のホス
トであるジェイ・レノ（JayLeno）氏などが有
名。
番組のウェブサイトは以下を参照。www.

nbc.com/The_Tonight_Show_with_Jay_Leno/

(lastviewedonJanuary16,2008)

３大ネットワークでは１時間のトークショー
の後のさらに深夜から，若手のホストに交代し
てさらに別のトークショーが放送されかなりの
視聴者を集めている。

６９） PEJWebsite,“Methodology,”op.cit.

筆者のローゼンスティール氏に対するインタ
ビュー（２００７年９月７日 於米ワシントン
D.C.）

７０） ローゼンスティール氏はコード化作業に向く
人は「コツコツ努力型」「飽きっぽくない人」だ
としている。いわゆる「芸術家肌」の人間は気
分にムラが生じ向かないとしている。
筆者のローゼンスティール氏に対するインタ

ビュー（２００７年９月７日 於米ワシントン
D.C.）
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Abstract:Whilemediahavebecomemorediverseintheeraofinformationtechnology,people’s

trustinnewsmediahasincreasinglydeteriorated.Althoughthereisnoorganizationtomonitor

howfaithfullythepresscontributestodemocracy,themediahavesomehowmaintainedsupport

duetothegroundlessfeelingthatjournalistsmustbedoingsomethingrightingoodfaith.

Withoutmakingeffortstomaintainconfidenceamongthepublic,themediaindustryinsteadhas

beenfranticallycompetingforprofitsinordertosurviveduringthesetwodecadesasthe

economicprosperityofthenewsbusinesscametoaturningpoint.

Suchaproblem isnotconfinedtotheUnitedStates.Japansharesthesameproblem.The

Japanesepublicalsohascometoregardmediaasalreadycorrupt,restingontheirraisond’etre

offreedomofspeech,andtherehavebeennumerousincidentsinwhichmediahasdisappointed

thepublic.TokyoBroadcastingSystem (TBS),oneofthesixmajornationaltelevisionnetworks,

forexample,allowedleadersoftheAumShinrikyoculttochecktheinterviewfootagewhichthey

filmedwithalawyerwhothendirectedawarningcampaignagainstit,eventuallyleadingtothe

kidnappingandkillingofthelawyer’swholefamilyin1989.NihonHosoKyoukai(NHK),Japan’s

onlypublicnationalbroadcastingnetwork,alteredthecontentsofadocumentaryprogram on

historyissuesofWorldWarIIowingtoexcessiveconcernnottobeblamedbypowerful

conservativepoliticiansintheLiberalDemocraticParty(LDP)includingformerPrimeMinister

ShinzoAbein2001,whichignitedalargemovementadvocatingnonpaymentoflicensefees

amongJapaneseviewers.Recentlyin2007,itbecameevidentthatMr.TsuneoWatanabe,

ChairmanandEditorinChiefofYomiuriShinbun,thenewspaperwiththelargestcirculation,tried

tomediatetocreateanalliancebetweentheLDPandtheDemocraticPartyofJapan(DPJ)by

personallypersuadingbothPrimeMinisterYasuoFukuda,leaderofLDPandDPJPresident

IchiroOzawa,asifhewereapoliticalmastermind.

Someonemuststarttoprovidethepublicwithinformationandanalysisonthestateofnews

mediasothatwebecomeabletopromotereform andhealthyjournalism.Somenonpartisan

mediawatchdogNGO’sintheUnitedStatescouldtaketheresponsibility,asthoseorganizations

havestaffwithprofessionaljournalistexperiencewhichenablesthemtopursueanalysisofnews

NecessitytoWatchdogMediaforBetterSociety:
AStudyofthePhilosophyandMethodologyofJournalismNGOs

intheUnitedStates

OKUMURANobuyuki＊

＊AssociateProfessor,FacultyofSocialScience,RitsumeikanUnivresity
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contentaswellasthesocialandbusinessbackgroundofnewsmediaandthisshouldprovidea

goodexampleforJapanesemediaandsociety.Inthisessay,IintroducetheProjectforExcellence

inJournalism (PEJ),oneexampleofthistypeofunbiasedNGO,withcommentariesonits

background,philosophy,newsanalysisactivitiesandmethodologies.

TheoriginofPEJwasagroupofjournalistsandscholarswhogatheredatHarvardUniversity

in1997.TheyformedtheCommitteeofConcernedJournalists(CCJ),aconsortium aimedat

restoringthepeople’strust.Theirmilestonedocument,“AStatementofConcern,”elaboratedthe

mechanismswherebycommercialism affectsjournalism andmakesthequalityofnewsworse.

Afterfouryearsofinterviews,publicforumsanddeepdiscussions,thegrouppublishedabook

titled“TheElementsofJournalism,”whichintroducesnineprinciplesthatprofessionaljournalists

shouldbeawareof,andthatthepublicshouldexpectofthepress.

ThispursuitforreformofthenewsmediadevelopedtoPEJ,whichistryingto“helpboththe

journalistswhoproducethenewsandthecitizenswhoconsumeitdevelopabetterunderstanding

ofwhatthepressisdelivering”throughcontentanalysisoutofratherconceptualworkfromCCJ.

MydiscussionofcharacteristicsofPEJ’smediaanalysisprojectsissupportedbyclosestudyof

reportsonitswebsiteaswellasaninterviewwithMr.TomRosenstiel,DirectorofPEJ.Oneof

thenotableaspectsofPEJ’snewscontentanalysisisitsproductionofsimplifiedornumerical

informationthatanon-academicaudiencecanunderstandintuitively,whiletraditionalanalysis

rathertriedtoinvestigatetonesornarrativesofasinglepieceofnewsanddiscussedmainly

receivedimpressions.PEJisalsoworkinghardtoinvestigatehowthebusinessandmanagement

sectorofthemediaindustryaffectnewsrooms,andhasbeenpublishinganannualreportcalled

“TheStateoftheNewsMedia”whichcoversallofthetrendsofthemediasectorandprovesthat

management’sexcessivedemandsforfinancialefficiencyleadtopersonnelcutsinnewssections

andthatdemandfor“sellingnews”isseverelyhurtingqualityofthenews.

AnotherdistinctiveattemptbeingmadebyPEJisitsengagementwiththeissueofthewhole

circulationofnewsinformationinsociety,fearingthatnewsmediaarelosingdiversitysothatthey

franticallytrytocoverthemostpopularstoryforreadershiporratingsandignoretheirroleto

spotlightlesssensationalstorieswhicharealsoimportantforpeople’sself-governing.Theycode

newsstorieswitheighteenvariablesbypickingupthirty-fivenewsmediafrom fivecategories

everyweekdayandissuedaweeklyreportonwhatthebiggeststoryis.Overalongperiod,this

processmakesclearhownewsagendaebbedandflowed.Althoughtherearestillmanypointsfor

improvement,suchaslevelingofcoders,thisprojectcouldprovidevariousfindingsforusto

realizehownewsmediashouldfunctionforbetterjournalism.
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